





















　平成 6 年 7 月 1 日、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）は M 研究組合に対して研究開発の委託をし、M 研究組合はさらに当
時、委員会設置会社（現在の指名委員会等設置会社）であった株式会社東芝
（以下、T 社という）に対し、この研究開発の再委託をした。M 研究組合は平











り、当時その上司であったエネルギー事業本部長の D ならびに B および C
は、本件不正行為には関与していなかった。T 社は、B の指示に基づき、











き、当時エネルギー事業本部長であった D および関係職員が NEDO との協議
に当たり、同月12月には是正の方針を決定し、問題は決着したとの報告を受け
た。
　C は、平成 8 年 6 月末頃取締役社長となったが、その後、取締役社長として




　D は平成 7 年 6 月からエネルギー事業本部長の地位にあったが、平成 8 年 2
月頃、原告から、同月 9 日付け「NEDO 委託研究の研究労務費について」を
受け取り、調査の結果、翌 3 月頃、事業所の K 所長が委託研究の実態と合わ
ない作業日誌を作成し、これに基づき委託研究費を請求していたことが判明し
たため、K 所長からは同月19日付けで始末書を徴求した。
　D は、平成 8 年 6 月頃、同月13日付け（エネルギー事業本部 K 副本部長宛
ての）「NEDO 委託研究における不正請求に対する隠蔽行為について」の写し











　平成14年 6 月 7 日、NEDO は委託先検査の結果、T 社による本件過大請求を
確認したとして、T 社に対し、以下の内容の通知を行なった。① M 研究組合
に対し過払金および法定利息分の返還を請求すること、②平成14年度から平成
16年度までの間、NEDO の事業に関し T 社の社内カンパニーである電力シス
テム社が参画する案件に係る新たな委託契約の締結または補助金の交付の決定
を行なわないこと、③ M 研究組合および T 社に対し、再発防止措置の取りま
とめおよびその報告を求めること。
　平成14年 7 月 3 日および 4 日には、本件不正行為が新聞でも報道された。
　平成14年 8 月 2 日、NEDO は M 研究組合に対し、本件委託業務にかかる過
払額1060万3246円および返還日までの法定利息368万6443円の合計1428万9689
円の返還を請求したので、T 社は M 研究組合に対して、同月 9 日までに上記
合計金の支払いをし（本件受入行為）、同研究組合は、同日、NEDO に対して
同額の支払いをした。
　平成24年 4 月30日、T 社従業員でもある株主 X は T 社の監査委員である
Y 2 宛てに、「損害賠償請求対象の取締役」B、C および D（B ら 3 名）に対
し、損害賠償請求の訴えを提起するよう請求した（第 1 次提訴請求）。これに
対し、T 社の監査委員会（当時の委員長は被告 Y 1 ）は、不提訴理由通知書に
より提訴しない旨通知した。平成25年 3 月27日、X は H、F、E および G を含
む22名の取締役、執行役に対し提訴請求をしたが（第 2 次提訴請求）、これに
ついても監査委員会は提訴しない旨を通知した。
　平成25年 8 月 5 日、X は、東京地裁に、T 社の元取締役 7 名を被告として、
T 社が M 研究組合を介して NEDO から受注した本件再委託業務につき労務費
を水増しして請求・受領し、これが発覚した後、早期の幕引きを図るために本










償請求権の消滅時効の完成に基づき棄却された（東京地判平26・ 2 ・ 6 LEX/
DB25517776）。
　X は、平成26年 3 月31日、T 社の代表執行役である I 社長宛てに、Y 1 、
Y 2 ら被告を含む監査委員らに対し提訴請求をしたが（第 3 次提訴請求）、同
代表執行役は提訴しない旨を通知した。
　そこで、X は、監査委員の Y 1 ～ Y 4 に対し、監査委員として取締役らに対
して提訴すべきであったにもかかわらず、これを怠り、その結果、提訴請求の
対象である損害賠償請求権が時効によって消滅したことにより、T 社が同損害
















































　〈B ら 3 名に監督義務違反がないことについて〉
　「部下からの報告を疑うべき特段の事情がある場合においては、取締役がこ
れを信頼して行動したことにつき、善管注意義務・忠実義務を問われる余地が
あるというべきである（が）、B ら 3 名のうち B 及び D は、本件過大請求及び
本件不正行為について相応の具体的事実を把握していたものであり、会社内部
において隠蔽される危険性が高い行為については、その大要を把握していたも





　〈B ら 3 名の報告義務違反と損害との間に相当因果関係がないことについて〉
　「B ら 3 名が本件不正行為を取締役会に報告する義務を負い、同 3 名が同義
務を履行して前記の報告をしたとしても、その場合に本件受入行為がされな
かったであろうとは認められず、また、NEDO が本件会社との契約締結を停
止しなかったであろうともいえない。したがって、仮に、B ら 3 名に前記の報
告義務違反の事実が認められるとしても、同違反と本件受入行為に伴う本件第
1 損害の発生及び NEDO による契約締結に伴う本件第 2 損害の発生との間に
は、いずれも相当因果関係が認められないというべきであるから、報告義務違
反に基づく損害賠償請求権の成立は認められない。」
　〈B ら 3 名に内部統制整備義務違反がないことについて〉
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　「B ら 3 名は、本件不正行為に対してその是正を指示し、本件不正行為に関
与した者に対しては懲戒処分を行うなどし、また、関係職員に注意を促すこと















対する違反の有無につき…D は、B からの指示に従い、NEDO の副理事長と面
談し、本件不正行為の是正を申し入れており、…D が B からの指示に違反し
た事実は認められない。また、D に事業所を監督する義務を怠った事実があっ
たことを認めるに足りる確たる証拠はない。さらに、NEDO の意向に沿って










会設置会社を代表し（平成26年法律第90号による改正前の会社法408条 3 項 1
号）、同訴えを提起する場合には、監査委員会が選定する監査委員が当該委員



























いて）本件監査委員会は、調査委員会を設置して、B ら 3 名からの事情聴取の
ほか、弁護士からの意見聴取等、調査委員会において必要と判断する調査を
行った上で、本件過大請求及び本件不正行為についての事実をそれぞれ把握





















内容、B ら 3 名による是正指示の内容及び是正措置の内容が不明であるなどし
て、当該情報に基づく不提訴判断の不当性を主張する（が、）本件監査委員会
は、本件不正行為及び是正指示については、相応の具体性を有する事実関係を
東洋法学　第61巻第 3号（2018年 3 月）
359
把握していたというべきである。また、是正措置については、B ら 3 名には、
詳細な事実関係までは把握していなかった面があるものの、適切に対応をした
旨の報告に基づいてその点の認識を形成しており、本件不正行為について適切
な対応がされた旨の B ら 3 名における認識は相応の根拠を有するものという
ことができる。…事実としても、本件会社は、平成 8 年度の NEDO への請求
額から過大受領分を減額することにより、経済的には過大受領分の返還と同様
の意味を有する対応をとっている…。加えて、控訴人は、本件受入行為の是非













































（ 1 ）　岩原紳作編『 9 会社法コンメンタール』商事法務、2014年、135頁［伊藤］。
（ 2 ）　日本取締役協会編『監査委員会ガイドブック』商事法務、2006年、79頁。岩原編・前掲注 1 、
135頁［伊藤］。
（ 3 ）　岩原編・前掲注 1 、135頁［伊藤］。























































例解説 Watch 商法94号、2016年、 4 頁。
（ 8 ）　笠井正俊「責任追及等の訴えの提訴前手続と審理手続」『会社裁判にかかる理論の到達点』商
事法務、2014年、405頁～406頁。
（ 9 ）　笠井・前掲注 8 、405頁～406頁。

































は、本件監査委員会または監査委員宛てに第 1 次提訴請求および第 2 次提訴請
求を行ったが、本件監査委員会は元取締役 7 名らに対して責任追及の訴えを提
















































































（13）　一ノ澤・前掲注 7 、 3 頁。
























































考資料の別紙 3 ）の第 3 「役員就任条件」の 5 において、「取締役の責任追及
に関する提訴の判断」に関して、これからの考え方が示されている。
（20）　一ノ澤・前掲注 7 、 6 頁、山田・前掲注11、 6 頁。
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　それによれば、監査役会設置会社に関するものではあるが、監査役の提訴の
判断においては、取締役が任務を怠ったか否かに限られず、提訴されることに
より会社が被る不利益、将来において取締役が積極的な意思決定を見送る可能
性等も総合的に勘案して、会社の利益の観点から提訴すべきか否かが判断され
るべきであるとされている。そしてこの場合、不提訴理由の通知（会社847条
4 項）において、取締役に責任または義務があると判断した場合において、訴
えを提起しないときは、その理由を記載しなければならず（会社施則218条 3
号）、かかる理由の通知において社外取締役の意見も記載することが考えられ
ている。
　これにより、不提訴判断の考慮要素としての会社の利益の観点および不提訴
判断者の独立性が重要であることが確認されている。
 ―くすもと　じゅんいちろう・東洋大学法学部教授―
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